
平成２１年９月３０日 

 
ユネスコ無形文化遺産保護条約「人類の無形文化遺産の代表的な 
一覧表」に関する第４回政府間委員会における審議結果について 

 

 
 
＜「人類の無形文化遺産の代表的な一覧表」に記載された我が国の無形文化遺産＞ 

 

●重要無形文化財  

・雅楽（ががく） 
・小千谷縮・越後上布（おぢやちぢみ・えちごじょうふ） 

    ・石州半紙（せきしゅうばんし） 
 ●重要無形民俗文化財  

    ・日立風流物（ひたちふりゅうもの） 
・京都祇園祭の山鉾行事（きょうとぎおんまつりのやまほこぎょうじ） 
・甑島のトシドン（こしきじまのとしどん） 

    ・奥能登のあえのこと（おくのとのあえのこと） 
    ・早池峰神楽（はやちねかぐら） 

次頁あり 
 
 
 
 
 
 

９月 28 日（月）から 10 月２日（金）まで、アラブ首長国連邦のアブダビで開催され

ているユネスコ無形文化遺産保護条約に関する第４回政府間委員会において、「人類の

無形文化遺産の代表的な一覧表」の提案案件についての初めての審議が行われた。 

その結果、現地時間９月 30 日（水）16 時 56 分（日本時間９月 30 日（水）21 時 56

分）、我が国の提案の 14 件を含む提案総数 111 件のうち、我が国提案の雅楽等 13 件を

含む 76 件について「記載」の決議がなされた。 

一方、政府間委員会の補助機関における事前の検討で「不記載」の勧告を受けた「木

造彫刻修理」を含む 35 件は、政府間委員会前に全て取り下げられたため、委員会での

審議は行われていない。 
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    ・秋保の田植踊（あきうのたうえおどり） 
    ・チャッキラコ（ちゃっきらこ） 
    ・大日堂舞楽（だいにちどうぶがく） 
    ・題目立（だいもくたて） 
    ・アイヌ古式舞踊（あいぬこしきぶよう） 
                                    計 13 件 
 

＊ 平成 13-17 年に「人類の口承及び無形遺産に関する傑作」として宣言された「能楽」、

「人形浄瑠璃文楽」及び「歌舞伎」は、既に代表的な一覧表に統合されている。 
 
政府間委員会の審議について 
政府間委員会の審議は、事前に行われた「補助機関」（＊）の勧告内容に基づき行われ、

補助機関で「記載」の勧告を受けた 76 件について、全て「記載」とする決議がなされた。   
また、補助機関で「不記載」の勧告を受けた 35 件については、政府間委員会前までに

全て取り下げられたため、審議は行われていない。 
＊ 「補助機関」：委員国６ヶ国で構成された検討機関。事前に「人類の無形文化遺産の代表的

な一覧表」への記載提案について検討を行う。本年は、トルコ、エストニア、メキシコ、韓

国、ケニア及びアラブ首長国連邦によって構成された。 

 
「木造彫刻修理」を取り下げた理由 
 選定保存技術の「木造彫刻修理」については、記載基準１「条約で定義された無形文化

遺産であること」と同基準２「無形文化遺産の認知や文化間の対話の奨励への貢献」に関

して説明が十分ではないという理由で、補助機関から「不記載」の勧告を受けた。具体的

には、同基準 1 については、条約の中で「世代から世代への伝承」が無形文化遺産である

ことの要素とされているが、この点を含む一部について説明が十分でないと指摘された。

また、同基準２については、「木造彫刻修理」が記載されることによって、どのように無

形文化遺産の認知度が高まるかについての説明が十分ではないとの指摘がなされた。なお、

「不記載」の勧告を受けた他国の提案の多数に対しても、同様の指摘がなされている。 

 文化庁としては、「人類の無形文化遺産の代表的な一覧表」に関して初めての審議である

ことを踏まえ、外務省と連携協力し、情報収集に努め対応を検討してきたが、 

（１）ユネスコ事務局は補助機関の勧告を尊重する方針であることや、日本を除く全ての

国が取り下げたこと等の諸般の事情から判断すると、補助機関の勧告を覆して政府間

委員会で「記載」の決議を実現しようとすることは極めて困難であると判断したこと、 
（２）政府間委員会で「不記載」の決議を受けた場合には、以後４年間は当該無形文化遺

産を提案することはできなくなるが、政府間委員会の開催前に取り下げを行った場合

は、この制限は適用されないこと、 
等を踏まえ、保存団体である(財)美術院との協議の上、提案を取り下げた。 

なお、今後の再提案については、(財)美術院と協議の上、「不記載」の勧告の理由の分析

等を踏まえて準備を進めていく予定である。                 以 上 



参考１

（単位：件）

111

76(約68%)

0

35(約32%)

「記載」と決議された件数の内訳 （単位：件）

中国 22

日本 13

クロアチア 7

韓国 5

フランス 3

メキシコ 2

マリ 2

トルコ 2

スペイン 2

コロンビア 2

ルーマニア 1

ベルギー 1

ベトナム 1

ブルガリア 1

ハンガリー 1

ナイジェリア 1

キプロス 1

エストニア 1

ウルグアイ 1

ウズベキスタン 1

インドネシア 1

インド 1

イラン 1

アゼルバイジャン 1

アルゼンチン・ウルグアイ（＊） 1

アゼルバイジャン・インド・イ
ラン・カザフスタン・ウズベキ
スタン・パキスタン・トルコ
（＊）

1

提案総数

政府間委員会までに提案を取り下げた件数

（＊）：共同提案されたもの

「記載」と決議された件数

「不記載」と決議された件数



参考２ 

 

１．無形文化遺産保護条約における「無形文化遺産」の定義 

  条約第２条において以下のとおり規定している。 
 
○無形文化遺産の保護に関する条約（抄） 
第２条 定義 
 この条約の適用上、 
１ 「無形文化遺産」とは、慣習、描写、表現、知識及び技術並びにそれらに

関連する器具、物品、加工品及び文化的空間であって、社会、集団及び場合

によっては個人が自己の文化遺産の一部として認めるものをいう。この無形

文化遺産は、世代から世代へと伝承され、社会及び集団が自己の環境、自然

との相互作用及び歴史に対応して絶えず再現し、かつ、当該社会及び集団に

同一性及び継続性の認識を与えることにより、文化の多様性及び人類の創造

性に対する尊重を助長するものである。この条約の適用上、無形文化遺産に

ついては、既存の人権に関する国際文書並びに社会、集団及び個人間の相互

尊重並びに持続可能な開発の要請と両立するものにのみ考慮を払う。 
２～５（略） 
 

２．「人類の無形文化遺産の代表的な一覧表」への記載に係る記載基準 

代表一覧表への記載提案要素が次の基準を全て満たしていることを証明す

ること。 

 

基準１．要素が条約第２条に定義された「無形文化遺産」を構成すること。 

基準２．当該要素が記載されることによって、無形文化遺産の認知及びその重

要性についての意識の向上が確保され、並びに世界の文化の多様性を反

映し、人類の創造性を示す対話が奨励されること。 

基準３．当該要素を保護し、促進することができる保護措置が図られているこ

と。 

基準４．当該要素が、関係する社会、集団及び場合によっては個人の可能な限

り幅広い参加及び彼らの自由な、事前の、説明を受けた上での同意を伴

って提案されたものであること。 

基準５．条約第１１条及び第１２条に則り、当該要素が提案しようとする締約

国の領域内にある無形文化遺産の目録に含まれていること。 






























